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サマリー

背景

・過疎地域において物流危機が深刻化している
・一方で全域にわたる物流への対策はほとんどない
・日本の未来を守るために過疎地域での物流を検討する必要がある
 

目的 
 
広域的な物流サービスを実現するために、輸送ネットワークを設計し分析、今後につい
て検討

結論 
 
・皆が物流の現状を理解し、全体で協力的な体制を整えるなど長期的な視点で、物流を
考えていく必要がある
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日本の過疎地域の現状と問題
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出典：過疎化地域市区町村マップ
(ufirst.jp)

・日本の市町村数の51.5％が、面積では
63.2％が過疎地域になっている

・過疎地域における課題
産業の振興
交通通信体系の整備
情報化及び地域間交流の促進
生活環境の整備
高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進
医療の確保
教育の振興 等
・物流においても、人口の減少に伴う貨物量の減少
→事業の継続が困難

過疎地域
→４０年間人口減少率が２８％以上の
地域など
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日本の少子高齢化に伴った人口減少は顕著

加速度的に進むと予測される。

過疎地域で起こっている問題は
他人ごとではない。

物流危機によるコミュニティーの崩壊は
すぐそばまで迫っている。
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過疎化や輸送危機もしくはその予防のための取り組み
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西東京バス・ヤマト運輸による
2020年
『貨客混載の本格運送開始
（2020年）』 

複数の宅配事業者による共同
配送の検討
（国土交通省、物流施策大綱
2021～2025年）

ドローン物流
（国土交通省、過疎地域等
におけるドローン物流
ビジネスモデル検討会
2019年）
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現状、様々な地域で取り組みが行われてはいるが、
過疎地域での物流は「点」や「線」として

狭い範囲で捉えられており、
広範囲な地域を「面」として捉えた対策は十分ではない

しかし、問題を抱えている市区町村は非常に増えている

複数の過疎地域すべてに輸送サービスを提供できるように
広範囲を対象とした輸送について検討することが必要
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「北海道」を対象に輸送サービスを検討

8

・過疎地域の割合が面積に対して多い
・過疎地域が非常に多く、輸送の範囲
が広い

国内で最も過疎化が問題と
なっている地域の一つ

北海道を題材に考えたことが
他の地域で将来的に活用できる

のではないか

約400ｋｍ

日本の未来と私たちの故郷を
守るための物流約500ｋｍ
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研究目的
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＜目的＞
そこで本研究では多くの過疎地域を有する北海道を対象として、持続的な生活や
企業活動を維持するための輸送サービスをどのように提供するべきか検討するこ
とを目的とする。

～具体的な検討内容～
・輸送ネットワークの設計

・企業の視点
―将来輸送需要減少した場合の輸送が
どのようになるかの検討

―輸送サービスを維持するための対策の検討

・公共サービスの視点
―全ての地域の輸送需要を満たすための対策の検討
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検討のための準備
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＜輸送需要の推計＞
・輸送需要のデータ
→貨物地域流動調査では、北海道を7つの地域に分け
ており、それを19の地域に分類（☆マーク）
342の地域間の輸送需要を対象に検討

＜検討で用いる運賃と費用＞
・国土交通省 標準的な運賃から算出
運賃 トンキロ当たり運賃
費用 1kmあたりの輸送費＋1回あたりの荷役等費用
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輸送需要の推計（１/2）
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①7つの地域から19の地域への発生量・集中量の分割
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人口が増えると輸送需要が増える 距離が長くなると輸送需要が減る
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輸送需要の推計（２/2）
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②19の地域間の輸送需要の推計

重力モデルを用いた推計を行う

ｉ地域の発生量

ｊ地域の集中量

i-j地域間の輸送需要

342地域間の輸送需要を推計

i-j地域間の輸送距離
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検討で用いる運賃と費用
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距離制運賃表（北海道運輸局）

傾き＝１ｋｍ当
たりの輸送費用

切片＝

１回当たり荷役
等費用

＜運賃＞
標準的な運賃を使用

＜費用＞
輸送費と荷役等費用に分けて求める
・標準的な運賃は、原価の

“2.72％”が利益として加わる為、
運賃を1.0272で割った値を使用
・実車率５０％としている為、１ｋｍ
当たりの輸送費を２で割った値を使用
１ｋｍ当たりの輸送費用

111.917円/km
１回当たり荷役等費用

7973.310円/回

・ハブ拠点の費用
北海道における坪単価から算出
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分析内容

14

・企業の視点
―将来輸送需要減少した場合の輸送がどのようになるかの検討
―輸送サービスを維持するための対策の検討

・公共サービスの視点
―全ての地域の輸送需要を満たすための対策の検討
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将来の貨物輸送需要の予測・本研究における設定
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現状：実車率60％ 積載率60％ 輸送効率36％

輸送割合：全需要地域のうち、貨物を
運ぶ地域の割合

20372032202820242021

0.60.60.60.60.6実車率(支線)

0.60.60.60.60.6実車率(幹線)

0.50.54 0.57 0.60.6積載率(支線)

0.60.60.60.60.6積載率(支線)

0.830.90.9511需要予測

本研究における設定

人口減少の影響により、トラック輸送需要は減
少していくと予測されている。

積載率 = 輸送需要

最大積載量 × 輸送頻度

出典：自動車輸送統計
（レポート）北海道発！ 物流改善事例と地域の発展に貢献する物流の仕組み

出典：トラック輸送の持続性確保を―就業者数改善でも2035年に10％の輸送能力不足－
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輸送需要が減少した場合の計算結果

▷需要の減少により、2032年には運べ
ない地域が出てくる。2037年には、６
割以上の地域に輸送ができないという判
断になってしまう。
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▷需要の減少により、収入と支出の差
は徐々に小さくなり、2037年には、
利益率は約0.６％と、ほぼ利益が出な
い状況になってしまい、経営が苦しく
なってしまう。
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342の地域間の輸送需要のうち、
輸送できる輸送需要の割合
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この地点しか運べなくなる
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▷2037年において、輸送できる地域
を地図に示した。札幌近郊地域と各地
域間でのみ輸送が行われており、地方
の地域間での輸送ができない。
企業が事業を継続していく為には、
運ばない地域を選択するという手段を
とらざるを得ない・・・
→輸送マッチング、共同輸送を強化し、
輸送効率を上げることにより、利益を
保ったまま輸送割合を増加させられな
いか、次に検討する。

輸送の概要
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経営努力により共同配送を進めることができた場合

▷経営努力により、輸送効率が
上がった場合を設定したが、そ
れでも運べない地域が存在した。
政府の目指す輸送効率よりさら
に努力した場合でも、輸送割合
は約７割程度であった。

過疎が進むと、いくら努力を
しても、利益を確保しながら
全需要地域に届けることは
極めて困難である。
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3割運べない
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分析内容
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・企業の視点
―将来輸送需要減少した場合の輸送がどのようになるかの検討
―輸送サービスを維持するための対策の検討

・公共サービスの視点
―全ての地域の輸送需要を満たすための対策の検討
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物流の公平性について
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物流は、企業や町で暮らす人々にとって、生活に無くては
ならないもの。
その中でより身近なサービスとして、“郵便”がある。
郵便では、郵便法によって、物流の公平性を保つ制度が
整えられている。
以下は、その公平性を示す郵便法の規約である。
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日本郵便の収益構造

料金は郵便事業全体で収支が合うように全国一律

郵便コスト

低い地域
（過疎地域）
▷赤字

郵便コスト

高い地域
（需要の多い
地域）
▷黒字

＋ 郵便事業全体で
収益を確保する構造
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よって次に北海道全体の需要を満たした場合、
収益は確保することが出来るか検証する！

▽

▽

▽
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輸送需要が減った2037年時点の北海道全域の需要を満たした場合の利益予測

▷政府指導の50％では

赤字になる。
輸送効率を60％まで
上げることが出来れば、
“利益確保”出来る。
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ハブ拠点の位置
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積載率等を高めるために、各地
域でハブ拠点を設けて貨物を集
める必要がある。
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分析の結果のまとめ

過疎化が進み、需要が減ると、利益優先で考えた場合に運べない地域が出てくる。

全域に届ける場合（物流の公共性を守る）、輸送効率を国が定める基準より遥かに
上げる事が出来れば、事業として継続出来る可能性がある。

そのため、北海道全体で“競争”より“協力”する体制を整え、
輸送効率を上げていく必要がある。
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提言の１つ（政府へ）

＜独占禁止法特例法を採用＞
この法律は、人口の減少等により乗合バ
ス事業者及び地域銀行が持続的にサービ
スを提供することが困難な状況にある
一方で、当該サービスが国民生活及び経
済活動の基盤となるものであって、他の
事業者による代替が困難な状況にあるこ
とに鑑み、合併その他の行為について独
禁法の特例を定め、経営力の強化、生産
性の向上等を通じて、将来にわたって
サービスの提供の維持を図ることにより、
地域経済の活性化及び地域住民の生活の
向上を図り、かつ一般消費者の利益を確
保するとともに、国民経済の健全な発展
に資することを目的とする。
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持続的に
サービスを
提供すること

が
困難な状況
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図り、かつ
一般消費者の
利益を
確保する
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独占禁止法特例法の例

（例）
熊本地域乗合バス事業において、令和3年に適応された。

＜概要＞
・収支赤字＋約31万円の改善（3年で＋約９１００万円の改
善効果）
・サービス維持に必要な運転士＋5.6人/日・車両＋4.7台/日
改善

＜詳細＞
・運行量の多いバス事業者の運行を分担し、競合を解消。
・待ち時間の平準化による利便性の維持と向上
・重複路線の効率化
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価格カルテル導入（独禁法特例法が認められたら、、、）
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＜効果＞
・通常運賃より、比較的高い値段設定する
事で、企業が事業を継続できる利益を計上
し、サービスを維持できる可能性がある。

＜懸念点＞
・サービスの品質を故意的に下げるなどの
企業の不正がうまれる。
☞第三者委員会などの監視委員会を設けて、
企業を監視する必要がある。また適切な
KPIの設定を行うことも重要になってくる。

＜概要＞
「価格カルテル」とは、商品やサービスの販売価格やその上限・下限について合意する
カルテルです。事業者間における価格競争をなくし、商品やサービスの価格を高く維持
することを目的としています。
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最後に

提言の一つとして、独占禁止法特例法を上げさせて
いただきましたが、
なにより“物流”が現在、危機的な状況にあることを
理解してほしいです。

物流企業のみならず、政府や町で暮らす人々の
すべての人に物流の公共性を理解して、
今後、持続的にサービスを提供する仕組みを
長期的な視点で考えていただきたいです。
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